
⼩⽔⼒等発電施設を整備するにあたっての主な⽀援事業
（令和７年４⽉時点）

備考助成の内容・条件補助率事業主体対象
施設事業種類

・⼟地改良施設に電⼒供給等を⾏う発電施
設を整備
・低炭素農業⽔利システム構築事業におい
ては、再エネ利⽤に係る計画が作成され
ていること

国営事業
2/3ほか国

⼩⽔⼒
太陽光
等

国営かんがい排⽔事業

・実施計画策定も可能

・⼟地改良施設に電⼒供給等を⾏う発電施
設を整備
・低炭素農業⽔利システム構築型において
は、再エネ利⽤に係る計画が作成されて
いること

県営事業
1/2ほか

都道府県等⼩⽔⼒
太陽光
等

⽔利施設整備事業

・発電施設の単独整備は
不可
・実施計画策定も可能

・農林⽔産省の助成⼜は融資の対象となっ
ている施設等に電⼒供給等を⾏う発電施
設を整備
・中⼭間地域農業農村総合整備計画が作成
されていること

55/100
ほか

都道府県
市町村
官⺠連携の団体

⼩⽔⼒
太陽光
等

中⼭間地域農業農村総合整備事業

・実施計画策定も可能
・停電時の⾃⽴運転機能を有するとともに、
⼟地改良施設や農業農村振興に資する施
設等の電源⼜は地域の⾮常⽤電源として
活⽤する発電施設を整備

1/2ほか
都道府県
市町村
⼟地改良区等

⼩⽔⼒
太陽光
等

農村整備事業
（地域資源利活⽤施設整備事業）

・⼟地改良施設、農林⽔産省の助成対象の
農業施設や公的施設に電⼒を供給する発
電施設を整備
・地域⽤⽔環境整備事業においては、⼩⽔
⼒発電整備事業計画が作成されているこ
と

1/2ほか
都道府県
市町村
⼟地改良区等

⼩⽔⼒
太陽光
等

農⼭漁村地域整備交付⾦
（⽔利施設整備）
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※ 実施計画策定︓施設の整備に係る地域の諸条件等の調査・設計を⾏い、事業実施計画を策定すること。



⼩⽔⼒等発電施設を整備するにあたっての主な⽀援事業
（令和７年４⽉時点）

備考助成の内容・条件補助率事業主体対象
施設事業種類

・発電施設の単独整備は
不可
・実施計画策定も可能

・農林⽔産省の助成⼜は融資の対象と
なっている施設等に電⼒供給等を⾏う発
電施設を整備
・農村集落基盤再編・整備事業計画が作
成されていること

1/2ほか
都道府県
市町村
農協
⼟地改良区等

⼩⽔⼒
太陽光
等

農⼭漁村地域整備交付⾦
（農村集落基盤再編・整備事業）

・実施計画策定も可能

・⼟地改良施設に電⼒供給等を⾏う発電
施設を整備
・事業費が２百万円以上、受益農業従事
者数が２者以上、⼯事⼯期3年以内であ
ること
・⻑寿命化・防災減災計画が作成されて
いること

1/2ほか
都道府県
市町村
⼟地改良区等

⼩⽔⼒
太陽光
等

農業⽔路等⻑寿命化・防災減災
事業

・発電施設の単独整備
は不可

（過去に本事業（前歴事
業を含む）で整備した
施設に附帯する発電施
設を整備する場合は
可）
・更新整備は不可

・活性化計画、認定総合化事業計画⼜は
認定農商⼯等連携事業計画等に基づいて
事業を実施すること
・本交付⾦で整備した活性化施設⼜は６
次産業化施設等に電⼒を供給する発電施
設を整備
・施設整備による温室効果ガス排出量
の削減⽬標を設定すること

3/10、
1/2ほか

都道府県
市町村
農林漁業者等の
組織する団体等

⼩⽔⼒
太陽光
等

農⼭漁村振興交付⾦
（地域資源活⽤価値創出対策（定
住促進・交流対策型及び産業⽀
援型））

・再⽣可能エネルギー発電施設の整備に
より施設管理に係る電⼒⼜は燃料の使⽤
抑制に資するもの
・事業費が１百万円以上

1/2⼟地改良区等
⼩⽔⼒
太陽光
等

⼟地改良施設維持管理適正化事業
（防災減災機能等強化事業）
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※ 実施計画策定︓施設の整備に係る地域の諸条件等の調査・設計を⾏い、事業実施計画を策定すること。


